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国土交通省 関東地方整備局

建 政 部

記 者 発 表 資 料

宅地建物取引業者に対する聴聞の実施について

関東地方整備局は、株式会社ＴＡＴＥＲＵに対し、宅地建物取引業法に基

づく聴聞を実施します。

詳細は別紙のとおりです。
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令和元年６月１３日

関 東 地 方 整 備 局

宅地建物取引業者に対する聴聞の実施について

関東地方整備局は、下記のとおり株式会社ＴＡＴＥＲＵに対し、宅地建物取引業法第６

９条第１項の規定に基づく聴聞を実施しますのでお知らせします。

また、本聴聞は宅地建物取引業法の規定により公開にて行います。

記

１ 期 日 令和元年６月２１日（金）１４時００分

２ 場 所 埼玉県さいたま市中央区新都心２番地１

さいたま新都心合同庁舎２号館５階 共用中会議室５０３

３ 被聴聞者 株式会社ＴＡＴＥＲＵ 代表取締役 古木 大咲

４ 予定される不利益処分の内容

宅地建物取引業法第６５条第２項第５号に基づく業務停止

５ 不利益処分の原因となる事実の概要

(株)ＴＡＴＥＲＵは、遅くとも平成２７年７月頃から平成３０年７月頃にわたり、

東京都（１３件）、千葉県（２３件）、埼玉県（２３件）、神奈川県（６件）、愛知県

（８８件）、京都府（１６件）、大阪府（９１件）、兵庫県（４６件）、福岡県（２３

件）及び熊本県（７件）所在の３３６件の宅地について、自ら売主として売買契約

を締結し、又は媒介により宅地の売買契約を成立させるにあたり、営業部長、部長

代理を中心とする３１名が、金融機関から融資承認を得る目的で買主が提出した融

資審査に必要な自己資金を示す証憑を改ざんした上で、これを金融機関に提出して、

融資承認を得させた。

このことは、宅地建物取引業法第６５条第２項第５号に該当する。

６ そ の 他

（１）聴聞出席者について

行政手続法（平成５年法律第８８号）第２１条の規定により、被聴聞者（参加人

を含む。）は、聴聞の出頭に代えて主宰者に対し、聴聞の期日までに陳述書及び証拠

書類を提出することができるため、聴聞を被聴聞者の出席なく行うことがあります。


